


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（1998）、同 653号 13～32頁、同 654号 37～56頁、同 655号 28～41頁、同
656号50～65頁（1999）、同 657号 42～62頁、同 658号 38～47頁（1999）
など参照。
(31)地域住民が個人として、そしてまた、地域に住む者として地域眺望形成
について責任を負うものと考える。現時的利益追求のために眺望利益を利用
することはできるだけ避けなければならない。
(32)それは、眺望利益についての捉え方に由来する。学説・判例は、眺望は
日照より切実な生活利益ではない、眺望は私的な利益であり、眺望は主観的
な利益であり、評価が困難であることから、眺望の保護に当たっては受忍限
度を厳格に解する必要がある、としている。本稿で扱った判例のなかにも眺
望を物権に付随した利益であるとするものが見られるが、事案に沿った柔軟
な法的構成が許容されてしかるべきである。
(33)堂垣内・前掲注(25)140頁、説明義務違反を自己決定権への侵害として
とらえるものもある（小粥・前掲注⑻自由と正義47・10・44（1996）、錦織
成史「取引的不法行為における自己決定権侵害」ジュリスト1086号90・91
頁（1996）、潮見・前掲注⑻12頁以下。
(34)横山・前掲注(８)129頁。情報提供義務は格差ある契約において、契約
の実質的自由の回復と契約当事者に生じた信頼の確保にある。佐藤幸治『憲
法』445頁（青林書院、第三版、平成７）、山本敬三「契約関係における基本
権の侵害と民事救済の可能性」田中成明編『現代法の展望―自己決定の諸相』
（有斐閣、平成16）３頁以下、潮見・前掲注(８)10頁以下参照。
(35)不動産の購入は人生における最大の買い物であり、画一的契約の締結を
余儀なくされている中で、買主がそれぞれ個性にあった建物を建てることが
できる貴重な場面である。しかし、不動産取引の場合、買主には契約当事者
として平等性がないことから、買主は不動産取引から発生する危険を引き受
けざるを得ない場合が多々起こり得る。また、売主から提供された情報・説
明が正しいか否かの判断が決して容易でない場合もある。現代の取引状況を
みたとき、売主の説明義務を売主の消極的義務としてではなく、買主が説明
を受ける権利として、位置付けていくことが求められているのではなかろう
か。道垣内・前掲注(28)140頁は、不法行為法に権利濫用法理の機能を正面
から認めるべきではないか、としている。
(36)横山・前掲注(８)133頁、高嶋英弘「民事上の詐欺の違法性に関する一
考察―セールストークの許容性を中心に―」『石田喜久夫古稀記念 民法学の
課題と展望』165-166頁（平成12）など参照。
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